
大阪市産学官連携等による最先端ＩＣＴを活用した提案募集実施要領


１　目的
この要領は、「大阪市産学官連携等による最先端ＩＣＴを活用した提案に関する要綱」に基づき、提案募集に関する必要な事項を定める。

２　参加資格
　参加資格については、提案の実現可能性、事業の継続性の観点から企業、学校法人、研究機関、ＮＰＯ、各種団体（以下、「企業等」という。）とし、個人からの提案は受理しない。

３　募集方法
（１）受付方法
　　「大阪市行政オンラインシステム」にて受け付ける。
（２）提案費用
提案の提出等に係る費用は、提案者の負担とする。

４　審査方法
　（１）審査項目　
提案を受理した後、デジタル統括室長は、次の観点により審査を行う。

（ア）「提案者」に関する審査
	項番
	観点
	審査項目

	1
	提案者による
誓約事項
	地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない者であること（必須）

	2
	
	大阪市における一般競争入札の参加を制限されていないこと（必須）

	3
	
	大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置を受けていないこと（必須）

	4
	
	大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けていないこと及び同要綱別表に掲げるいずれの措置要件にも該当しないこと（必須）

	5
	
	法令等に違反する事業を行っていないこと（必須）

	6
	
	公序良俗に反する事業を行っていないこと（必須）

	7
	
	政治性又は宗教性のある事業を行っていないこと（必須）



（イ）「提案内容」に関する審査
	項番
	観点
	審査項目

	8
	本市若しくは国の取り組みとの整合性
	本市ＩＣＴ戦略における取り組み（IoT、オープン・データ、ビッグデータ、モバイル・ファースト、AI等）と整合性があること（8・9のいずれか必須）

	9
	
	上記の本市取り組みのほか、国の最先端ＩＣＴに関する取り組みと整合性があること（8・9のいずれか必須）

	10
	公共性
	公益の増進、行政課題の解決等公共性を有していること（10・11のいずれか必須）

	11
	
	学術研究の振興、人材育成等に寄与するものであること（10・11のいずれか必須）

	12
	
	他自治体のほか世界での取り組み事例があること（任意）

	13
	実効性
	地域の活性化、市民サービスの向上等の具体的な効果の見込みがあること（必須）

	14
	実現性
	提案の実施に向けた知識、技術、ノウハウ、体制等の信頼性に加えて、実施プロセスや計画が明らかであり実現が十分に見込まれること（必須）

	15
	その他
	関係事業部局の承認が得られること（任意）

	16
	
	上記の他、デジタル統括室長が不適当とする理由がないこと（必須）



　（２）審査基準
（１）の審査項目のうち、任意項目を除き必須項目の全ての条件を満たす提案を合格とする。必要に応じて、本市関係事業部局との協議等を行う。
（３）審査期間
標準的な審査期間については、１ヶ月程度を目安とするが、関係事業部局との調整が必要な場合、その限りでない。
　（４）審査結果の通知
　　デジタル統括室長は、合否判定を行う。合格・不合格について、提案者のE-mailアドレスあてに連絡する。

５　提案の具体化
審査の結果、合格となった提案については、提案者と提案の具体化に向けて、次の項目に掲げる内容の協議、調整を行う。競合性の有無、市費負担の有無を提案者に確認し、公平性・公正性を確保するため必要な措置を講じるものとする。

（1） 競合性の有無
提案の具体化にあたって、提案者以外であっても実施が可能である提案の場合（競合性がある提案）には、公平性・公正性を確保するため、他企業等が参画できるよう公募する等事業者選定方法を検討する。
（2） 市費負担の有無
　　提案の実施にあたっては、本市の支出を伴わないことを基本とする。但し、公益の増進、行政課題の解決等の公共性が特に高く、本市ＩＣＴ戦略やその他施策との整合性があり、市費負担する必要性がある場合、予算化について検討する。本市の支出を伴う提案の実施にあたっては、予算を確保する期間が必要となるため、基本的には次年度以降の実施となる。
（3） 選定方法・連携方法
上記、競合性の有無、市費負担の有無を確認したうえで、最適な事業者選定、連携方法を決定する。競合性のある提案については、RFI（情報提供依頼）等を実施するほか、総合評価方式による入札や公募型プロポーザル等の事業者選定方法を検討する。連携方法としては、連携協定の締結、実証実験の合同実施、本市広報媒体による情報発信及び提案事業の共催、若しくは後援名義の使用承認等、提案内容に応じて最適な方法を採用する。
（4） 提案実施への本市協力
　提案の実施において、市民が提案者と契約することがある場合、本市は便宜供与と捉えられる過大な推奨、広報をしない。
　
６　その他
（１）提案内容の著作権は提案者に帰属する。
[bookmark: _GoBack]（２）このほか必要な事項は、デジタル統括室と提案者が協議のうえ定める。

